予算要求資料
平成26年度当初予算　　　支出科目　款：衛生費　項：環境管理費　目：公害対策費　　　
	事業名　地域パートナーシップ推進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　環境生活部　環境管理課　大気環境係　電話番号：058-272-1111（内　2832 ）

　　　　　　　E-mail： c11264@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　478千円（前年度予算額： 557千円）
＜財源内訳＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千円）
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	557
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	557

	要求額
	478
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	478

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
 化学物質の対策を推進するため、化学物質の適正管理及びリスクコミュニケーション（以下、「リスコミ」という。）の普及を図る。
（２）事業内容

　①　「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律」に基づくＰＲＴＲ制度及び化学物質の適正管理推進

ＰＲＴＲ制度を周知するとともに、事業者が化学物質の環境への排出状況を把握し、事業者自らの化学物質の適正な管理を促す。また、岐阜県化学物質適正管理指針に即した管理計画の策定を推進する。

②　リスコミ推進・普及事業

化学物質に関するリスコミを普及することにより、事業者の環境に関わる情報公開を促し、住民や行政との対話を進め、企業における環境保全の取り組みを促進させる。具体的には、専門家を招き、リスコミを検討中の事業者に対して研修会を実施している。また、各事業者が開催するリスコミの内容充実及び情報発信・交換を目的とした懇談会を設けている。

　　

· ＰＲＴＲ制度

有害性のある多種多様な化学物質が、どのような発生源から、どれくらい環境中に排出されたか、あるいは廃棄物に含まれて事業所の外に運び出されたかというデータを把握・集計し、公表する仕組み。
（３）県負担・補助率の考え方

　　自治体が行う規制・指導・監視という従来体制に加え、地域において事業者・地域住民・地方自治体の三者が情報共有とコミュニケーションを通して信頼関係を構築していくことが求められる。県はパートナーシップを構成する一員として本事業を推進する必要があり、県の負担は妥当である。
（４）類似事業の有無
無し。
３　事業費の積算内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千円）
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	198
	連絡調整費、講師旅費等。

	需用費
	56
	消耗品費、燃料代等。

	役務費
	156
	研修会の開催案内送付用郵便代、通信費等。

	その他
	68
	使用料及び賃借料、報償費等。

	合計
	478
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）国・他県の状況

　平成２４年に環境省が「新しい地域パートナーシップによる公害防止取組指針」策定発表。都道府県等に技術的助言として通知された。
（２）事業主体及びその妥当性
　　自治体が行う規制・指導・監視という従来体制に加え、地域において事業者・地域住民・地方自治体の三者が情報共有とコミュニケーションを通して信頼関係を構築していくことが求められる。県はパートナーシップを構成する一員として、積極的に本事業を展開していく必要がある。
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	·  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　ＰＲＴＲ制度を認識していない事業者に対して本制度を周知・普及させ、平時からの化学物質の適正管理を促進する。また、地域・事業者・行政間における化学物質や環境リスクについての正しい情報共有を促進する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	リスコミに関する懇談会参加事業者数
	（H  ）
	13
（H23）
	13
（H24）
	13
（H24）
	15
（H25）
	86％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

平成24年度は、リスクコミュニケーションに関する研修会及び懇談会を開催した。

出席業者数　　　研修会：48名

　　　　　　　　懇談会：13事業者

平成25年度の研修会及び懇談会は平成26年2月に開催予定。


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　　事業者が自ら化学物質の排出量等を把握することにより、化学物質使用の適正化を図るとともに、排出削減の取り組みを推進できた。また、リスコミの研修会及び懇談会を実施することにより、リスコミ開催の側面的支援を行った。（平成24年度実績）



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	化学物質の適正な管理やリスコミの開催することによって、公害の防止、事故・災害時の迅速な対応並びに地域住民の不安の解消が可能になるため。



	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	事業者によるリスコミ開催及び化学物質の適正な管理が推進された。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	リスクコミュニケーションに関する懇談会で得られた内容を次年度のリスクコミュニケーションに関する研修会の内容に反映させることによって、事業効果を大きくしている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
事業者及び県民に対してＰＲＴＲ制度をより広く周知・普及していく必要がある。また、ＰＲＴＲ届出情報に基づく環境調査や化学物質に係る事故時の対応等、データをより有効に活用していくことが求められる。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　事業者が自ら化学物質の排出量等を把握することにより、化学物質使用の適正化を図るとともに、排出削減の取り組みを推進できた。今後も継続して化学物質の適正な管理、排出削減を進めていく。


